(別添様式１)
平成２４年度当初予算　　　支出科目　　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名:介護認定調査員等研修事業費（国補）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　介護保険者担当　電話番号：058-272-1111（内2598）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,144千円　（前年度予算額：2,168千円）

	要求内容


	１　要求の内容


介護保険給付を受けるためには、保険者（市町村）から要介護認定を受けなければ
ならない。（介護保険法第19条）

「要介護認定等の事務」が、全国一律の基準に基づき客観的かつ公平・公正に行わ
れるよう、認定のプロセスに携わる認定調査員並びに審査会委員等に対する研修を実
施し、資質向上並びに平準化を図る。
このため、「要介護認定」について正確性・安定性を確保した認定調査・審査判定が
実施できるよう以下の研修を実施する。
（１）介護認定調査員研修事業
  　　　①認定調査員新規研修

認定調査の基本を理解し正確な認定調査が実施できるよう、認定調査を初め
て実施する「新規者」を対象とした研修を実施。
②認定調査員現任研修

現に従事している認定調査員に対し、円滑かつ適正な認定調査が行えるよう、
認定調査の手法及び調査の留意点等について研修を実施。

（２）介護認定審査会委員研修事業
③認定審査会委員新規研修（隔年）
認定審査会委員の任期は２年のため、新任者が選任される年度に研修を開催。

④認定調査員委員現任研修

認定審査会委員に対し、各委員の資質向上を図り、円滑かつ適切な審査が行
われるよう認定調査の内容、審査判定方法等の理解を深める研修を実施。

⑤認定審査会事務局連絡会議

要介護認定の二次判定の適正な運用のために、認定審査会事務局職員を対象
とした事務局会議を開催。会議結果を認定審査会委員現任研修等に活用する。

	２　所要経費


　研修会開催経費　（負担区分　国1/2、県1/2）　
報償費　478千円、旅費　588千円（費用弁償362、業務旅費226）
消耗品費　174千円、会議費　12千円、印刷製本費　210千円、役務費　29千円

使用料653千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


	
	①認定調査員
新規研修
	②認定調査員
現任研修
	③認定審査会
委員新規研修
	④認定審査会
委員現任研修
	⑤認定審査会
事務局連絡会議

	平成22年度
	1回、190人
	-
	3回、302人
	1回、38人
	-

	平成23年度
	1回、185人
	2回、340人予定
	
	1回、42人予定
	1回、34人


	３　これまでの取組に対する評価


　認定調査員及び審査会委員等の資質向上並びに平準化が図られた。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	2,168
	1,084
	
	
	
	
	
	
	1,084

	要求額
	2,144
	1,072
	
	
	
	
	
	
	1,072

	決定額
	2,144
	1,072
	
	
	
	
	
	
	1,072


